
2C12 公設試験研究機関の 現状と課題 

一過去 7 年筒の推移の ぽ 点から 一 

権 田令 治 ( 東海大国際政策科学研 ), 0 森川晴茂 ( 科技 G 科学技術政策研 ) 

1 . はじめに 

地域における 科学技術の振興状況をとらえるため、 科学技術政策研究所では 9 

0 年度から 9 7 年度まで過去 7 年間にわたって、 およそ隔年毎に 都道府県及び 政 

令指定都市に 対してアンケート 調査を行ってきた。 調査は昨年までで 4 回行って 

おり、 調査結果は毎回・ 「地域における 科学技術振興に 関する調査研究」 レポート 

にとりまとめ、 地域の科学技術政策の 現状と課題について 調査研究を行っている。 

本論では、 これまでの 4 回のアンケート 調査データに 基づき、 地方公共団体が 

過去 7 年間において、 公設試験研究機関 ( 以下、 「公設 試 」 という。 ) に対して 行 

ってきた施策・ 支出経費を分析することによって、 地方公共団体が 今後、 公設 試 

をどのように 位置づけし、 どのような方向に 向かっていくかを 探ることを目的と 

する。 

2 . 公設 試 をとりまく状況 
近年、 科学技術に対する 関心の高まりは、 ますます大きなものとなり、 都道府 

県及び政令指定都市から 支出された科学技術関係経費、 すな む ち、 公設 試 運営 経 

費 をはじめ理科系高等教育機関や 医療機関等の 科学技術関係すべてに 対する支出 

は図 1 のとおり、 年々大幅に増加している。 そんな中、 公設 誠 に対する支出は 近 

年 ほぼ横這い傾向にあ り、 そのため・ 科学技術関係経費全体に 占める公設 試 運営 

経費の割合は 相対的に減少し、 9 4 年度の第 3 回調査ではその 割合が約 5 4 % で 

あ ったものが、 9 7 年度の第 4 回調査では約 4 6 % まで低下している。 9 7 年度 

では科学技術関係経費の 中で、 理科系高等教育機関への 支出が大幅に 伸びたため 

であ るが、 公設 試 運営に対する 支出は初めて 全体の 5 割を割り込むこととなった。 

これによって、 地方公共団体の 施策の重点が 変わりつつあ る傾向がうかがえるが、 

果たして公設試は 今後どのような 方向に向かっていくのだろうか。 

公設 拭 は、 そもそも、 地域における 科学技術の主たる 担い手として 設立された 

機関であ る。 公設試は主として 地域の産業発展を 支援することを 目的として設立さ 

れており、 歴史をさかのぼると 古くは明治時代に 設立され現在まで 続くものもあ る。 

しかし今日では、 その役割についても 再度検討する 時期にさしかかっており、 公 

誤訳自身にとっても、 新しい時代に 適応するために、 いくつかの機関を 統廃合する 

など公設 誠 にも再編整備の 波が押し寄せている。 

3 . 公設試の現況 
公設試は近年特に 改革が激しく、 機関数については、 9 7 年度の直近調査では 

5 5 7 機関 ( 支所・分場除く 実質的な本所数 ) であ った。 近年は、 ほとんどの 都 

道府県で公設試の 再編整備が行われており、 過去 1 0 年間に公設試の 再編整備を 

行った都道府県及び 政令指定都市は 全体の 9 割にものぼる。 過去 4 回の調査 デ一 

タ によると、 公設 試 機関数は全体では 減少傾向にあ り、 9 4 年度の調査時には 5 

一 460 一 



7 2 機関存在していたものが・ わずか 3 年間で 1 5 機関の純減があ ったことから 

も、 近年の再編整備による 統合・廃止が 加速化している 状況がうかがえる。 

図 1 公設 試 機関数と経費の 対比 
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また、 公設計運営経費についてであ るが、 図 2 のとおり、 総額としては 横這い 

傾向にあ るが、 その内訳としては、 6 割強を人件費が 占め、 年々増加の傾向にあ 

る 。 調査研究費においては、 全体のおよそ 1 割強で横這いであ り、 その他の経費 

ほ ついてもほぼ 横這い傾向にあ る。 公設試の運営経費は・ ほとんどが経常経費に 

よって占められていることがうかがえる。 

図 2 公設 試 運営経費の推移 
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事業性格別比較については、 公設試の事業性格を、 商工・農林水産等の 産業系 

と環境・保健衛生・その 他の生活系に 分類し、 その機関数と 経費の増減状況をと ヒ 

較 している。 ( 図 3 ) 近年、 産業系の公設試は 再編整備が著しく、 特に農林水産 糸 

や 製造系など 1 次・ 2 次産業に関する 分野は非常に 統廃合の動きが 激しいところ 

であ る。 一方、 そのような中でも、 公設 試 が新設されるケースも 多々あ る。 何え 

ば 総合研究センターと 呼ばれるような 機関であ る。 これは多様化する 社会のニー 

ズに応えるために 従来の個別分野だけの 研究ではなく、 幅広い分野を 組み合わせ 

ての研究開発を 行 う ものであ る。 また、 より高度な研究を 行 う 機関としての、 ハ 

イテク、 バイオテクノロジ 一関連の最先端分野での 研究を専門におこな う 機関を 

新設する場合も 多い。 産業系公設試は 統廃合が多い 反面、 新設される同じ 産業系 

公設試も相当数あ るため・ 統廃合の数ほどは 全体数は減っていない。 生活系公設 

誠に ついては、 環境衛生系と 教育系の伸びが 著しく、 これも環境問題や 教育等の 

社会のニーズを 反映したものになっている。 

また、 公設試を再編する 一方で、 8 0 年代半ばから 科学技術振興を 目的とする 

財団の設立が 相次ぎ 、 国の制度事業の 実施機関になるなど、 さらに一歩進んだ 二 

一ズに 応じた研究開発体制を 整えている。 

図 3 地域科学技術関係経費の 所管部局 別 構成比の推移 
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注 : 土木系については ， 7(95 片皮までは「環境衛生系」に 含まれている。 

資料 第 4 回調査 図 3 一 1 一 1 5 より 

4 . 公設 試 再編の動向 
これまでも述べてきたとおり、 公設試は早いものでは 明治の中期に 設立されて 

いろ。 設立後、 公設 拭 はその時代のニーズにあ れせて再編が 行われてきている。 

図 4 のように今から 2 0 年以上前は再編される 公設試の数が 年に数機関であ った 
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ものが、 年々増加し、 昨年にあ っては 1 年間で 2 6 機関も再編されたのであ る。 

また、 再編の累積数は 2 6 0 機関を超え、 現在の公設 試 総数の約半数にまでのぼ 

っている。 近年の公設 試 再編ニーズの 高まりは、 古いものでは、 設立後およそ   

0 0 年を経ようとする 公設 試が 、 時代とともに 変革を遂げなければならないと れ 

ぅ 切迫感すら感じられる。 公設 試 再編の一大ブームの 到来であ る。 

都道府県及び 政令指定都市がこれまでどの 程度公設試の 再編に着手してきたか 

を知る目安として、 公設試の再編率という 方法があ る。 第 4 回調査の資料から、 

現存する公設 誠に ついて、 再編の経歴のあ るものを選び 出し、 公設記全体数に 占 

める再編暦数の 割合をもって 再編率としたものであ る。 もちろん本調査は 7 午前 

から 4 回にわたって 行われたのものであ るので、 それ以前に廃止あ るいは吸収合 

併された機関については、 再編率には反映されないことはご 了承 い ただきた い 。 

再編率が最も 高く、 再編が最もすすんで い たのが福岡県で、 すでにすべての 公 

設 誠 で一度は再編整備を 行っている。 再編率は主に 東北地方・中国地方およびそ 

0 周辺地域の都道府県で 高くなっている   一方、 三重県においては、 設立後再編 
を行った公設試は 皆無であ る。 

図 4 公設 試 再編の変遷 
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図 5 は地方公共団体が 最近 5 年間に公設 誠 に対して行った 再編や経費支出の 増 

減から、 地方公共団体が 公設 試 をどのように 位置付けしているかの 分類分けを お 

こ なったものであ る。 最近の数年間は 公設試の再編整備が 特に著しいため、 図は 

第 2 回調査から第 4 回調査までの 経費及び機関数 ヂ一タの 平均増加率をあ らわし 

たものであ る。 図からは、 それぞれ 1 0 0 % の目盛線を軸にして、 上下左右にそ 

の 増加率によって 都道府県をそれぞれ 4 つの事象に分類した。 右上の事象にあ る 

都道府県については、 機関数・経費ともに 増加傾向にあ り、 これは、 公設 試 の 再 

偏 に際して、 多様化する公設試に 対するニーズに 応えるために 新しい機関を 設立 

し、 公設 誠 にかかる経費予算も 増加させることによって 一段と公設試の 機能を強 

化 ・増設して い こうという現れととらえ、 機能強化型グループとした。 一方、 そ 

れとは正反対の 事象にあ たる左下の事象にあ る都道府県は、 公設試の再編の 際に 
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機関数・経費をともに 縮小し、 公設 誠 での研究開発を 必要最小限にとどめて い こ 

う という縮小整理型バループであ る。 機関数が減少した 分は財団法人にてより 専 

門 的な研究を行っているケースもあ るが公設試の 機能としては 縮小であ る。 右下 

の事象にあ る都道府県については、 公設 試 再編の際に、 複数の公設試を 合併統合 

することによって、 研究をより総合的なものにしていこうというグループであ り、 

経費の増大については、 合併統合する 際に施設を再整備したことに 伴う経費支出 
ののびによるものであ ると考えられる。 そのため、 この事象については、 統合強 

化するケースと 統廃合縮小するケースが 入り混じっていると 考えられる。 ただし、 

再編といっても、 合併統合し機関数を 減らすのみで 実質的には変わっていないケ 

ースもあ ると考えられる。 

以上によってみても、 各都道府県の 今後の公設 試 再編に対する 方向性は、 それ 

ぞれ考え方が 別れるところであ り、 地域やその都道府県のニーズにあ った公設 試 

再編が必要であ ると思われる。 
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5 . おわりに 

科学技術の振興という 大きな枠組みの 中で、 公設 試 が今後どのような 道をたど 

っていくかについては、 一つや二つの 切り口からすべてを 予測するのは 到底かな 

うことではない。 都道府県及び 政令指定都市においても 公設試の今後のあ り方に 

ついては模索の 最中であ る。 また、 調査資料に数字として 現れてくる全体の 増減 

傾向からだけで、 多様化する社会のニーズを 捉えることが 出来るかということも 
再考しなくてはならないところであ る。 次回の第 5 回調査では、 調査項目にさら 

に 工夫をこらすなど 一歩進めた形で 考えたい。 
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